
日・スウェーデン租税条約改正議定書のポイント 

   

１．投資所得に対する課税の軽減又は免除 

投資所得（配当，利子及び使用料）については，源泉地国（所得が生じた国）で

の課税を軽減又は免除するとの世界的潮流の中，スウェーデンとの間でも源泉地国

における課税を軽減又は免除しています。 

 
配当 

利子 使用料 
親子会社間（持株要件等） その他 

現行条約 

免税（２５％以上 

かつ上場法人等） 

５％（２５％以上） 

１５％ １０％ １０％ 

改正条約 免税（１０％以上） １０％ 原則免税 免税 

２．租税回避行為を防止するための規定の導入 

源泉地国課税を免除する範囲が大幅に拡大したことに伴い，条約を濫用した租税

回避行為のおそれが増大することから，これを防止するため，以下のような規定を

設けています。 

（１）特典の制限に関する規定 

条約の特典を受けることができる者を一定の要件(＊)を満たす者に限定し

ています。 

(＊）：一方の締約国の居住者が個人や政府，株式が特定の有価証券市場に

上場される法人，年金基金，特定の団体等であること 

（２）条約の濫用と認められる取引に関する規定 

取引の目的に照らしてその取引が条約の濫用と認められる場合には，条約

の特典を認めないこととしています。 

 

３．相互協議手続に係る仲裁制度の導入 

条約の規定に適合しない課税に関する相互協議手続において，両国の税務当局

間の協議により３年以内に事案が解決されない場合には，納税者からの要請に基

づき，第三者から構成される仲裁委員会の決定に基づき事案を解決することを新

たに規定しています。 

 

 



 

 

４．情報交換の拡充 

両国の税務当局間において，両国の全ての国税及び地方税に関する情報を相互

に交換することを規定しています。 

 

５．徴収共助の拡充 

相手国の租税債権の徴収を相互に支援する制度（徴収共助）は，現行条約では

条約濫用の場合に対象範囲が限定されていますが，改正後は滞納租税債権一般に

ついて適用されるように対象範囲が拡大されています。我が国の租税については，

所得税，法人税，復興特別所得税，復興特別法人税，消費税，相続税，贈与税が

対象となります。 
 

 


